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現在治療中の方も検討されている方も
不妊治療支援策の充実・整備に向けて、アンケートにご協力を！

神奈川県では不妊治療支援策の第1歩として、2018年4月から療養休暇の運用をしています
県労連は2019確定闘争において、「男性職員の育児休業取得促進」と「不妊治療支援制度の拡充」を課題とし、その第1歩として、職員に対するアンケート調査の実施を求めていますが、現時点で当局からは、前向きな回答は得られていません。
「不妊治療支援制度」は、2017県労連確定闘争での合意に基づき、その第1歩として2018年4月から、療養休暇の運用で対応しています。（後述の通知等）
しかし当事者からは、安心して不妊治療に専念できる制度の創設など、切実な声が上がっています。

ついては、当事者の具体的な声を集約し、より良い制度構築を行っていくために、自治労県職労としてもアンケート調査を実施します。多くのみなさんのご協力をお願いします。

管理監督者の皆様へ

～不妊治療を御理解いただくために～
第１　職場環境の整備
〇　近年の晩婚化を背景に、不妊治療を受ける夫婦が増加しており、本県においても働きながら不妊治療を受ける職員が増えてきていると考えられます。
〇　子どもを産むのか産まないのか、いつ産むのかという判断は、当事者である職員が自らの意思で行うものですが、妊娠・出産を希望する場合、それが実現できるよう、職場においても不妊治療について正しく理解するとともに、職員が働きながら安心して妊娠・出産・子育てができる職場環境作りを進めること他重要です。

第２　不妊治療の概要
〇　不妊の原因は女性のみにあるとは限りません。男性に原因があることもありますし、そもそも原因がわからない場合もあります。
〇　不妊の原因となる疾患があると分かった場合は、原因に応じて薬による治療や手術を行い、医師の指導の下で妊娠をめざします。これらの治療を行っても妊娠しない場合は、卵子と精子を取り出して体の外で受精させてから子宮内に戻す「体外受精」や「顕微授精」等へと進みます。
〇　不妊治療は、妊娠・出産まで、あるいは、治療をやめる決断をするまで続きます。年齢が若いうちに治療を開始したほうが、妊娠に至るまでの治療期間が短くなる傾向がありますが、「いつ終わるのか」を明らかにすることは困難です。治療を始めてすぐに妊娠する人もいれば、何年も治療を続けている人もいます。
　　また、治療においては、ホルモン剤の服用、連日の注射や痛みを伴う採卵など、身体的・精神的に大きな負担を伴うことがあります。
第３　不妊治療の特徴
〇　不妊治療は、例えば体外受精の場合、投薬、ホルモン値等のチェック、採卵など頻繁な通院が必要となり、排卵周期に合わせた通院が求められるためあらかじめ治療の予定を立てることが困難です。
　　また、治療そのものは比較的短時間で済む場合が多いのが特徴ですが、予約しても待ち時間が長くなる病院が少なくないようです。
〇　不妊治療を行わずに第１子の妊娠・出産を経験している場合でも、第２子については不妊治療が必要となるケースがあります。
第４　管理監督者の皆様にご留意いただきたいこと

１　職員のプライバシーの保護への配慮

〇　不妊（症）であることや不妊治療を受けていることは、その職員のプライバシーに属することですので、職員から相談や報告があった場合には、職員本人の意思に反して他の職員が知ることがないよう、本人の意向を丁寧に確認し、プライバシーの保護に十分配慮する必要があります。
２　仕事と不妊治療の両立への配慮
〇　不妊治療を受ける職員は、一定の期間に渡って不定期かつ頻繁に休暇を取得することがありますので、職員が不妊治療と仕事を両立させ、かつ、職場が円滑に業務を遂行していくためには、管理監督者や周囲の職員の理解やサポートが、大変重要になります。
〇　管理監督者の皆様は、不妊治療を受ける職員とよく話し合っていただくとともに、他の職員の協力が得られるよう、グループや課内でよくコミュニケーションを図り、仕事をしながら不妊治療を受ける職員を支援する職場環境を整えていただきますよう、ご配慮をお願いします。
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休暇制度の改正について（通知）


　このことについて、「服務規定の運用について」及び「リフレッシュ休暇実施要領」の一部を改正し、平成30年4月1日から運用しますので改正内容を通知します。


　つきましては、職員へ周知いただくとともに、円滑な休暇制度の運用にご配慮いただきますようお願いします。


【改正概要】


１　「服務規定の運用について」の改正（第11条（有給休暇の承認等）関係）


　　不妊治療と仕事の両立を支援するため、不妊治療に係る療養休暇を申請する際の書面について柔軟な運用をすることにより、書面の取得に係る職員の負担軽減を図ります。


　　具体的には、不妊治療に係る療養休暇を承認する際に、まず、下記①の書面で不妊治療が行われる期間を確認し、その期間内であれば、下記②の書面でそれぞれの通院を確認し承認できることとします。


　①　不妊（症）の診断書、治療計画書、不妊治療に係る療養休暇取得の手目の所定の確認書等不妊治療を受けること及び治療に要すると想定される期間がわかるもの


　②　領収書、受診予約票等①の書面に記載の不妊治療期間内に通院したことがわかるもの


　　＜以下省略＞








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































